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１．研究計画の概要 

基盤的教育研究経費の定義・内容に関する
理論的・実証的な研究として、(1)大学の教
育研究活動を支える政府予算・補助金の算出
根拠に関する国際比較研究、(2)教育研究の
単位コストに関する実証的研究、(3)国公立
大学予算の積算根拠に関する歴史的研究の 3
方向からアプローチする。 
(1)政府予算等の国際比較研究：海外におい

て政府から大学への予算や補助金額は、大
学の基盤的活動に必要な財源を基礎とし
て算出されていると判断されるため、その
実態を各国間で相互比較し分析すること
により、基盤的教育研究経費の定義を明確
にする。 

(2)単位コストの実証研究：基盤的教育研究
経費として「望ましい水準」を検討するに
あたっては、個別に大学特性に応じて算定
するのではなく、各大学に客観的・統一的
な尺度を有することが政策的に必要とさ
れる。そのため、実際の教育研究活動にか
かる「学生一人当たり教育費」あるいは「教
員一人当たり研究費」といった単位コスト
の実態を検証する。 

(3) 国公立大学予算積算根拠の歴史的研
究：法人化前の国立大学では、物件費に関
する単位コストとみなせる「教官当積算校
費」、「学生当積算校費」、「教官研究旅費」
という科目で予算額の積算がなされてい
た。また、公立大学に対する財政措置とし
て地方交付税制度があり、経常的な大学費
について学生当たりの「単位費用」が定め
られている。これらは、単位コストに基づ
く算定式とみなすことができるから、「校
費」、「単位費用」の根拠を探ることにより

基盤的経費の定義に迫る。 
 
２．研究の進捗状況 
 ４年計画の３年目が終わった段階で、(1)
の国際比較研究については、当初計画してい
た対象国の調査・情報収集はほぼ終了した。
具体的には、米国州政府予算制度に対する質
問紙調査と４つの州に対するヒヤリング調
査、英国の高等教育財政カウンシルによる資
金配分方法と総経済コスト計算の取り組み、
ニュージーランドの学生コンポーネント資
金および研究資金配分の改革について情報
収集と分析を行った。その成果については論
文および学会発表の形で順次公表している。 
 (2)の単位コスト実証研究については、全
国の国立大学財務担当理事に対する質問紙
調査をもとに、法人化後の教員配分教育研究
経費の増減、過不足感、内部予算実額の推移、
配分方法の大学別特性などの情報を収集し、
分析を行った。その成果については、(1)と
同じく論文、学会発表、シンポジウムといっ
た形で順次公表しており、また最終的な研究
成果のまとめに向けて、データの蓄積が出来
た。 
 (3)の予算根拠に関する歴史的研究につい
ては、その算定根拠が東京および京都帝国大
学の定額支出金廃止による「校費」概念の誕
生まで遡ることが分かり、また戦後の各種調
査に基づく大学研究費の過不足、基盤的資金
と競争的資金との混合状態、単価増減の背景
にある社会経済状況と説明根拠などの情報
を収集し、詳細な分析を実施している。また、
公立大学に対する地方交付税の基準財政需
要額算定方法についても、従来高等教育研究
では明らかにされていなかった単位費用算



定根拠を遡及して調べ終えた。 
 以上、最終研究成果のまとめに向けて、３
つのアプローチとも順調に進展している。 
３．現在までの達成度 
 (1)の国際比較研究については、米国、英
国、ニュージーランドの政府－大学間のファ
ンディングおよび大学内予算制度について
論文の公表と学会発表を重ねてきた。よって、
個別国の事例が持つインプリケーションに
ついては十分な検討を進めてきたので、最終
的に日本を含めて横串を指した理論的・実証
的検討に歩を進める必要がある。 
 (2)の単位コスト実証研究については、法
人化という契機を境にした変化の研究は、質
問紙調査およびヒヤリング調査をもとに大
きく進展した。その成果も論文と学会発表で
順次公にされている。今後は、実態として大
学内の研究分野別にどの程度のコストがか
けられ、教育・研究の成果とどう対応するの
かという検討に入るべきと考えられる。 
 (3)の予算根拠に関する歴史的研究につい
ては、歴史的経緯としてどの程度の金額が教
育・研究の経費として公財政で負担されてお
り、その増減がいかなる理由づけで起きたの
かを明らかにすることが出来た。そして、こ
うしたデータの蓄積がもつ現在へのインプ
リケーションを得るためには、過去の教育・
研究成果の発現と公財政負担の関係や実質
値に直した上で技術的要素を調整した時系
列比較などがさらに進められる必要がある。 
 現在のところアプローチ別に一定の成果
を得ており、今後３つのアプローチの総合す
る過程で、これまでの高等教育研究にない、
新しい知見と洞察を得ようとしているとこ
ろである。 
４．今後の研究の推進方策 
 上記に紹介したとおり、３つのアプローチ
から研究材料となる情報は十分に収集でき
ており、またその成果も順次公表されてきた。
よって、最終年度の最も大きな課題は、３つ
のアプローチから得られた知見や含意を発
展的に総合していく作業である。 
 その作業過程で核となるのは、(1)基盤的
教育研究経費の定義、(2)公私間の経費負担
のあり方、(3)成果の発現と経費負担の関係
の３点になる。現在までに収集した材料に追
加的な調査・研究を加え、連携研究者との密
接な議論を経ながら、この３点を明らかにす
ることが最終年度に不可欠となる。 
 そして、この研究の対象が「国立大学法人」
であることを鑑み、「国立大学」という設置
形態と「法人化」という制度設計の中で、ど
のように基盤的教育研究経費を支えれば、法
人のミッションを最大限に遂行し得るかに
ついて議論を止揚し、研究成果を政策提言的
な実践指針へと最終的に昇華することを目
標としたい。 
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